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] 人材の育成等
被害者の支援を担う人材が、配偶者からの暴力の特性や被害者の立場を十分理解しているこ
とは、きめ細かでニーズに合致した自立支援を行っていく基盤となることから、関係機関にお
いては、被害者の支援に係る人材の育成及び資質の向上について、職務関係者に対する研修等
を通じ、十分配慮することが必要である。特に、指定管理者が支援センターの施設を管理する
場合、その指定の際には、相談の手引等の配布、二次的被害の防止に必要な情報の提供等によ
り、被害者の支援に支障がないようにすることが必要である。

14 民間の団体に対する援助等
法第26条において、国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図る
ための活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとすることとされている。
配偶者からの暴力の防止及び自立支援を含む被害者の適切な保護は、国及び地方公共団体にお
いて主体的に取り組んでいるところである。
しかしながら、民間の支援団体の中には、法制定以前からこの問題に取り組むなど、被害者の
支援のための豊富なノウハウを有し積極的に被害者の支援に取り組んでいる団体も多くある。ま
た、この問題に関連する民間団体は、人権擁護委員連合会や弁護士会、司法書士会、調停協会連
合会、医師会、歯科医師会、看護協会、医療社会事業協会、民生委員・児童委員協議会、母子生
活支援施設協議会等多くの団体があり、こうした団体の理解と協力は、配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護を図る上で重要である。
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るためには、国、都道府県及び市町村と、民間
団体等とが緊密に連携を図りながら、より効果的な施策の実施を図っていくことが必要である。
連携の例としては、一時保護の委託及びそれ以外の緊急時における安全の確保、相談業務、広
報啓発業務、同行支援、居場所づくり等の自立支援、研修等における専門的知見の活用、関係機
関の協議会への参加の招請等様々なものが考えられる。支援センターについても、当該支援セン
ターの業務の委託について、別途法令の定めがある場合を除き、その業務の全部又は一部を委託
することが考えられる。どのような連携を行うかは、それぞれの地域の実情と民間団体等の実態
と意見を踏まえ、民間団体等の有する豊富なノウハウやネットワークを、配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に十分にいかすという観点に立って、それぞれの都道府県又は市町村におい
て判断することが望ましい。
また、それぞれの地域における配偶者からの暴力の状況、公的な施設の状況、当該民間団体等
への援助の必要性、適格性等を踏まえ、それぞれの都道府県又は市町村の判断において、連携内
容に応じ、情報提供、資料の提供、財政的援助等の必要な援助を行っていくことが望ましい。
国においては、上記の事項に十分配慮して、研修会等の講師として民間団体の代表を招へいす
るとともに、民間団体等に対し、ホームページ等を通じ、各種の調査報告書や関連する施策に係
る通達等も含め、きめ細かな情報の提供に努める。また、地方公共団体と民間団体との連携等の
好事例の収集・普及に努めるとともに、民間団体のスタッフ養成への援助や、民間の団体に対す
る専門的な知識や経験を有するアドバイザーの派遣についても充実を図り、連携を取りつつ積極
的な施策の展開に努める。

第３ その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項
１ 基本方針に基づく施策の実施状況に係る評価
国においては、配偶者からの暴力をめぐる状況や、国及び地方公共団体における施策の実施状
況を把握するとともに、被害者の保護に取り組む民間団体等広く関係者の意見を聴取して、基本
方針に基づく施策の実施状況に係る評価を適宜行い、必要があると認めるときは、その結果に基
づいて必要な措置を講ずるものとする。
２ 基本計画の策定・見直しに係る指針
\ 基本計画の策定
ア 現状の把握
基本計画の策定に際しては、その地域における配偶者からの暴力をめぐる状況や施策の実
施状況を把握することが必要である。
イ 関係機関等の連携
基本計画の策定に当たっては、基本方針に掲げた各項目の関係部局が連携して取り組むこ
とが望ましい。また、その他の関係機関とも連携して取り組むことが望ましい。

なお、市町村基本計画は都道府県基本計画を勘案して策定することが必要であるが、都道
府県において都道府県基本計画の見直しに係る検討を進めている場合には、市町村基本計画
の策定は、その見直しの完了を待って初めて可能となるものではなく、都道府県と市町村の
間で協議を行う等相互に十分な連携を図りつつ、都道府県基本計画の見直しに係る検討と並
行して、市町村基本計画の策定に係る検討を行うことが望ましい。
ウ 関係者からの意見聴取
基本計画の策定に当たっては、被害者の支援に取り組む民間団体等広く関係者の意見を聴
取することが望ましい。

] 基本計画の見直し等
基本計画については、基本方針の見直しに合わせて見直すことが必要である。見直しに当たっ
ては、上記\に掲げる基本計画の策定に準じた対応を採ることが必要である。
見直しは、基本計画に定めた施策の実施状況を把握し、評価した上で行うことが必要である。
また、それ以外の場合においても、施策の実施状況を適宜把握して評価することが望ましい。
なお、計画期間内であっても、新たに基本計画に盛り込むべき事項が生じるなどの場合は、
必要に応じ、基本計画を見直すことが望ましい。

別添 保護命令の手続
第１ 概要

保護命令の制度とは、「配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫」を受けた被害
者が、配偶者から身体に対する暴力を受けることによりその生命又は身体に重大な危害を受ける
おそれが大きい場合に、被害者の生命又は身体の安全を確保することを目的として、裁判所が、
配偶者に対し、{被害者への接近等の禁止、|被害者への電話等の禁止、}被害者の同居の子へ
の接近等の禁止、~被害者の親族等への接近等の禁止又は�被害者と共に生活の本拠としている
住居からの退去等を内容とする「保護命令」を発令し、配偶者がこれに違反した場合には刑事制
裁を加えることで、被害者の生命又は身体の安全を確保しようとする制度である（配偶者からの
暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（以下「法」という。）第４章）。また、生活の本拠
を共にする交際相手から暴力を受けた被害者についても保護命令の制度の対象とされている（法
第５章の２）。

第２ 保護命令の種類
１ 被害者への接近禁止命令（法第10条第１項第１号）
配偶者又は生活の本拠を共にする交際相手に対し、命令の効力が生じた日から起算して６月間、
被害者の住居（５の退去命令の対象となる被害者と配偶者又は生活の本拠を共にする交際相手が
生活の本拠を共にする住居を除く。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は被害
者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるも
のである。
２ 被害者への電話等禁止命令（法第10条第２項）
配偶者又は生活の本拠を共にする交際相手に対し、命令の効力が生じた日以後、前に又は同時
に発令された被害者への接近禁止命令の有効期間が経過する日までの間、次に掲げるいずれの行
為もしてはならないことを命ずるものである。
{ 面会を要求すること。
| その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。
} 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。
~ 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファ
クシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。

� 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミ
リ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。

� 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその
知り得る状態に置くこと。

‚ その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。
ƒ その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥
心を害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。
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